
 

 

様式第二号の八(第八条の四の五関係) 

(第１面) 

産業廃棄物処理計画書 

  平成２９年 ６月  日 

 

愛 知 県 知 事 殿 

 

提出者                   

住 所 名古屋市中区錦２丁目１９番１号 

氏 名 株式会社鴻池組名古屋支店 

執行役員支店長 杉澤和男                

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

            電話番号 052-202-4506          

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 12条第９項の規定に基づき、産業廃棄物の減量その他 

その処理に関する計画を作成したので、提出します。 

事 業 場 の 名 称 株式会社鴻池組名古屋支店  

事 業 場 の 所 在 地 名古屋市中区錦２丁目１９番１号  

計 画 期 間 平成２９年４月１日 ～ 平成３０年３月３１日  

当該事業場において現に行っている事業に関する事項 

 
① 事 業 の 種 類 ０６ 総合工事業 

② 事 業 の 規 模 平成28年度完成工事高 27,948百万円 

③ 従 業 員 数 1４９名 

④産業廃棄物の一連

の処理の工程 
添付資料①「産業廃棄物の一連の処理の工程」参照 

(日本工業規格 Ａ列４番) 



 

 

(第２面) 

産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項 

 

（管理体制図） 

 

 

 

添付資料②「管理体制」参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業廃棄物の排出の抑制に関する事項 

 

① 現状 

【前年度（２８年度）実績】       

産業廃棄物の種類 別紙集計表の通り  

排 出 量 ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

・廃棄物の発生が少ない工法を選択する。（杭工事等） 

・資機材の省梱包、無梱包による搬入を行う。 

・材料の端材の発生を抑制するため現地ではなく工場で加工を行う。 

・資材管理を徹底し、余剰材の発生を抑制する。 

 

②計画 

【目標】 

産業廃棄物の種類 別紙集計表の通り  

排 出 量 ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

・これまで実施したことを継続的に実施するため教育を行う。 

・新工法採用時には産廃の発生の抑制を考慮して行う。 

 

 

 

 

産業廃棄物の分別に関する事項 

 

①現状 

（分別している産業廃棄物の種類及び分別に関する取組） 

・添付資料①「産業廃棄物の一連の処理の工程」参照 

 

②計画 

（今後分別する予定の産業廃棄物の種類及び分別に関する取組） 

・工程・工種に合った分別を実施する。 

・産廃の分別を職長会を中心とした作業員の自主的活動の一つとして

推進する。 



 

 

（第３面） 

自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項 

 

① 現状 

【前年度（２８年度）実績】 

産業廃棄物の種類 別紙集計表の通り  

自ら再生利用を行った 

産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

・実施していない。 

 

 

②計画 

【目標】 

産業廃棄物の種類 別紙集計表の通り  

自ら再生利用を行う

産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

・解体工事では、ＣＯがら等を施主・行政の了解のもと現場内で自ら

利用を実施する。 

 

 

自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項 

 

① 現状 

【前年度（２８年度）実績】  

産業廃棄物の種類 別紙集計表の通り  

自ら熱回収を行った

産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

自ら中間処理により減量した 

産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

・実施していない。 

 

 

 

② 計画 

【目標】   

産業廃棄物の種類 別紙集計表の通り  

自ら熱回収を行う

産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

自ら中間処理により減量する 

産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

・実施の予定なし。 

 

 

 



 

 

（第４面） 

自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項 

 

① 現状 

【前年度（２８年度）実績】 

産業廃棄物の種類 別紙集計表の通り  

自ら埋立処分又は 

海洋投入処分を行った 

産業廃棄物の量 

ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

・実施の予定なし。 

 

②計画 

【目標】 

産業廃棄物の種類 別紙集計表の通り  

自ら埋立処分又は 

海洋投入処分を行う 

産業廃棄物の量 

ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

・実施の予定なし。 

 

 

産業廃棄物の処理の委託に関する事項 

 ① 現状 

【前年度（２８年度）実績】  

産業廃棄物の種類 別紙集計表の通り  

全 処 理 委 託 量 ｔ ｔ 

 

優良認定処理業者への 

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ 

再生利用業者への 

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ 

認定熱回収業者への

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ 

認定熱回収業者以外の

熱回収を行う業者への

処 理 委 託 量 

ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

１） 処分会社の選定 

・業務に支障のない限り名古屋支店安全環境部の推薦業者に委託す

る。 

・委託契約の締結は、名古屋支店長の承認事項としている。 

２） 処理能力及び許可品目の確認 

・契約の都度、契約書を取り寄せて委託内容の確認を行っている。 

３） 3者契約、迂回払いを禁止し適正な処分が行われるようにしてい

る。 

 

 



 

 

（第５面） 

 ②計画 

【目標】 

産業廃棄物の種類 別紙集計表の通り  

全 処 理 委 託 量 ｔ ｔ 

 

優良認定処理業者への

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ 

再生利用業者への 

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ 

認定熱回収業者への

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ 

認定熱回収業者以外の

熱回収を行う業者への

処 理 委 託 量 

ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

１） 廃棄物の事業場内保管状況について 

・分別推進のため、廃棄物ごとのボックスの設置を行う。 

・廃棄物保管場所を清潔に保つ。 

２）廃棄物の委託処理に関する事項 

  ・産廃処理業者の現地視察の強化。 

  ・一層の再資源化を図るため、ﾘｻｲｸﾙ率の高い業者を使用する。 

  

 

※事務処理欄   



 

 

（第６面） 

備考 

１  前年度の産業廃棄物の発生量が1,000トン以上の事業場ごとに１枚作成すること。 

２ 当該年度の６月30日までに提出すること。 

３ 「当該事業場において現に行っている事業に関する事項」の欄は、以下に従って記入すること。 

 (1)①欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。 

 (2)②欄には、製造業の場合における製造品出荷額（前年度実績）、建設業の場合における元請完成

工事高（前年度実績）、医療機関の場合における病床数（前年度末時点）等の業種に応じ事業規

模が分かるような前年度の実績を記入すること。 

 (3)④欄には、当該事業場において生ずる産業廃棄物についての発生から最終処分が終了するまで

の一連の処理の工程（当該処理を委託する場合は、委託の内容を含む。）を記入すること。 

４ 「自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項」の欄には、産業廃棄物の種類ごとに、自ら中

間処理を行うに際して熱回収を行った場合における熱回収を行った産業廃棄物の量と、自ら中間

処理を行うことによって減量した量について、前年度の実績、目標及び取組を記入すること。 

 ５ 「産業廃棄物の処理の委託に関する事項」の欄には、産業廃棄物の種類ごとに、全処理委託量

を記入するほか、その内数として、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行

令第６条の11第２号に該当する者）への処理委託量、処理業者への再生利用委託量、認定熱回収

施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項の認定を受けた者）であ

る処理業者への焼却処理委託量及び認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者

への焼却処理委託量について、前年度実績、目標及び取組を記入すること。 

 ６ それぞれの欄に記入すべき事項の全てを記入することができないときは、当該欄に「別紙のと

おり」と記入し、当該欄に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、産業廃棄物の

種類が３以上あるときは、前年度実績及び目標の欄に「別紙のとおり」と記入し、当該欄に記入

すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、それぞれの欄に記入すべき事項がないときは、

「―」を記入すること。 

７ ※欄は記入しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 



　　岐阜県知事　殿

添付資料①

産業廃棄物の一連の処理の工程

分別品目 内訳 再生資源化施設/再生用途 最終処分場

コンクリートガラ コンクリート 砕石工場 再生砕石

石膏ボード 石膏ボード 製造メーカー 石膏ボード原料

再生利用

塩ビ管 塩ビ管 メーカー 塩ビ管

シート類・ビニール類

ガラス・陶磁器くず
ケイカル板・ロックウール・岩綿吸音板・グ
ラスウール・ＡＬＣ残材・ガラス・便器

製造メーカー

安定型埋立廃プラスチック類
（硬質系）

タイルカーペット・スペーサー・目地棒・合
成ゴム・ソフト巾木・パッキン・プラ製看板・
Ｐタイル・カラーコーン・バー

発泡スチロール 発泡スチロール
オープンドラ
ム方式

ペレット原料

廃プラスチック類
（フィルム系）

木くず（再生可）
バタ角・巾木くず・足場材・コンパネ・型枠
材・梱包くず・桟木・化粧合板・生木・伐採
根

木くず専門工場 燃料チップ

廃プラスチック類
（軟質系）

長尺塩ビシート・ロープ類・ウレタン類・ビ
ニールホース・ポリ容器・ＰＰバンド・コーキ
ング・ガラ袋・ビニールクロス・絶縁テープ

廃プラスチック再
生工場

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
製品原料

再生砕石
代替ｽﾗｸﾞ他

管理型埋立
繊維くず 軍手・ウエス

金属くず
メタルフォーム・軽鉄・ダクト残材・アルミ・
金属パイプくず・ステンレス・鉄筋くず・電線
くず・番線くず・空き缶

金属専門工場
金属製品
原料

図面・紙テープ・紙管・梱包紙

木くず（再生不可） コンクリート等が付着した物

再資源化施設

管理型埋立

その他　（処理困難物） 再資源化施設

ダンボール ダンボール

古紙専門工場 製紙原料

紙くず



 

－7－ 

５．管理体制 

 取 締 役 社 長         

  

総括環境担当役員 
経 営 管 理 本 部 長 

  
 

 

 

 

土木・建築事業本部長  

 

 
  

土木事業本部土木部長 

建築事業本部建築部長 
 安全環境部長 

 

 総括環境管理者 

本・支店長 
  
    

土木、建築等各工務部 安全環境部 
(1)工事事務所等への指導・監督、計画

書等の審査 

(2)職員及び協力会社への監理・監督 

(3)統括環境責任者の選任 

(4)産業廃棄物収集運搬業者、処分業者

及び再生処理業者の選定･契約業務 

(5)環境汚染・公害・環境事案の対応 

(6)パトロール等の実施 

(7)ＩＳＯ１４００１に関する事項 

(8)その他環境管理に関する必要な事項

(1)工事事務所等への指導・助言 

(2)法令に基づく建設廃棄物処理計画書の策定と行政への報

告及びマニフェストの交付状況等の報告  
(3) 職員及び協力会社への指導・教育 

(4)法令の改正、行政官庁の指導内容等情報の収集と工事事

務所への伝達 

(5)産業廃棄物収集運搬業者、処分業者及び再生処理業者の

情報収集及び調査選定 

(6)工事事務所等の廃棄物処理及びリサイクルに関する計

画・実施管理書類の収集・集計・保存並びに諸官庁及び本

社への報告 

(7)産業廃棄物税に関する調書の作成 

(8)環境汚染・公害・環境事案の対応 

(9)パトロール等の実施 

(10)ＩＳＯ１４００１に関する事項 

(11)その他環境管理に関する必要な事項 

 

工 事 事 務 所                等 
(1)環境管理方針並びに管理計画の立案 

(2)環境管理の責任体制を明確化 

(3)各種管理者・責任者の選任 

(4)廃棄物処理及びリサイクルに関する管理計画の立案、実績の追跡及び管理書

類の作成 

(5)その他当該地域の行政が定める計画書・報告書の作成・提出・報告の実施 

(6)情報の収集 (7)協力会社の指導 (8)廃棄物の発生抑制及び減量化 

(9)再生資源の利用及び再生資源利用の促進 (10)廃棄物等の分別 

(11)廃棄物等の保管基準の遵守 

(12)建設廃棄物処理委託契約の原案の作成･上申及び許可証の確認 

(13)産業廃棄物管理票（マニフェスト）制度の実施 

(14)自社運搬廃棄物の管理 

(15)特別産業廃棄物管理票（マニフェスト）制度の実施 

(16)中間処理及び最終処分場の確認  (17)特別産業廃棄物の取扱いの報告 

(18)廃棄物処理委託契約した廃棄物処理業者への直接払いの実施 

(19)環境汚染・公害・環境事故の対応 (20)ＩＳＯ１４００１に関する事項 

(21)その他環境管理に関する必要な事項 

C20130278U
テキスト ボックス
添付資料　②


C20130278U
テキスト ボックス

C20130278U
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管　　理　　体　　制


C20130278U
テキスト ボックス



産業廃棄物処理計画書 別紙集計表

現状：前年度（平成28年度）実績量

計画：今年度（平成29年度）計画量（目標） 単位：トン

現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画

汚泥 3,704.3 1,000.0 － － － － － － － － 3,704.3 1,000.0 60.5 0.0 3,704.3 1,000.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃油 0.2 0.0 － － － － － － － － 0.2 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃プラスチック類 58.4 10.0 － － － － － － － － 58.4 10.0 0.2 10.0 58.4 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0

紙くず 3.0 0.0 － － － － － － － － 3.0 0.0 0.0 0.0 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

木くず 86.2 10.0 － － － － － － － － 86.2 10.0 0.8 10.0 86.2 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0

金属くず 0.6 0.0 － － － － － － － － 0.6 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ガラス陶磁器等くず 23.2 10.0 － － － － － － － － 23.2 10.0 3.1 10.0 23.2 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃石膏ボード 2,685.7 1,000.0 － － － － － － － － 2,685.7 1,000.0 2,659.2 1,000.0 2,685.7 1,000.0 0.0 0.0 0.0 0.0

コンクリート片 5,510.8 1,000.0 － － － － － － － － 5,510.8 1,000.0 13.3 0.0 5,510.8 1,000.0 0.0 0.0 0.0 0.0

アス・コン片 1,000.9 500.0 － － － － － － － － 1,000.9 500.0 0.0 0.0 1,000.9 500.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他がれき類 116.6 0.0 － － － － － － － － 116.6 0.0 0.0 0.0 116.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

建設混合廃棄物（安定型） 3.9 0.0 － － － － － － － － 3.9 0.0 1.6 0.0 3.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

建設混合廃棄物（管理型） 334.6 0.0 － － － － － － － － 334.6 0.0 101.3 0.0 334.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

石綿含有産業廃棄物 169.0 0.0 － － － － － － － － 169.0 0.0 84.4 0.0 0.0 0.0 84.4 0.0 0.0 0.0

合計 13,697.4 3,530.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 13,697.4 3,530.0 2,924.4 1,030.0 13,528.4 3,530.0 84.4 0.0 0.0 0.0

優良認定処理業者への

処 理 委 託 量
再生利用業者への

処 理 委 託 量
認定熱回収業者への

処 理 委 託 量

認定熱回収業者以外の

熱回収を行う業者への

処 理 委 託 量

産業廃棄物の種類

排出抑制 自ら行う中間処理 処理の委託

自ら再生利用を
行った(行う)量

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を
行った(行う)量排 出 量

自ら熱回収を
行った(行う)量

自ら中間処理により

減量した(する)量 全 処 理 委 託 量
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